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1998年10月 合併 379,101万株 （単位：総株数，1単元＝100株）
2000年10月 交換 374,399万株
2002年10月 交換 360,999万株
2008年 3月 消却 344,799万株
2008年10月 交換 344,799万株
2012年 1月 交換 344,799万株
2013年 3月 344,545万株 単元株主596,616名（2013年3月）
2014年 6月 消却 341,799万株（3,000万株） 単元株主582,391名（2014年3月）
2015年 9月 消却 333,799万株（8,000万株） 単元株主496,859名（2015年9月）
2016年 4月 333,799万株 単元株主682,802名（2016年3月）















有価証券 2,333,446（2,255,294） 6,913,520（ 6,000,524）
固定資産
有形固定資産 1,263,106（1,172,565）





1年以内償還予定の社債 40,000（ ,30,000） 3,974,228（ 3,571,917）
固定負債
社債 310,000（ ,350,000）













自己株式 △1,611,555（△1,238,184） 増 △373,371
株主資本合計 9,354,277（ 8,548,725） 増 805,552
評価・換算差額等（その他有価証券差額金） 1,503,605（ 1,632,613）
新株予約権 1,560（ 2,932）
純資産合計 10,859,443（10,184,271） 増 675,172






































































































































月には 121.25円で，対ドル円相場は 28年度に入りじりじり上昇傾向にあり 28年 7月には
103.90円まで上昇している（26）。アメリカのFRBにより年内金利の値上げ期待が持たれているが，
米国経済の消費需要等が伸び悩んでいる状況で，円高傾向が続いている。














































































































『株式会社の財務・会計制度の新同項』泉文堂 平成23月2月5日 3032頁 参照されたい。
（16） トヨタの自己株式の分析は，トヨタ（単体）平成28年3月31日期『株主資本等変動計算書』によ
り行っている。
（17） トヨタは「一般財団法人『トヨタ・モビリティ基金』の設立並びに自己株式の処分，取得及び消却
に関するお知らせ」平成26年3月26日を公表している。
（18） 自己株式の1株1円の処分価格は，本財団に対する有利発行に該当するため，平成26年6月開催
の予定の当社定時株主総会において有利発行に係る特別決議を経ることを条件としている。処分数量
及び株式の希薄化の規模が合理的であることの説明は，「本財団は，～新興国・発展途上国でのモビ
リティ格差解消・自動車産業の健全な発展に資する活動，先進国での最先端の技術・システムの研究
等に対する複数の助成事業を複数年にわたって継続実施していく考えであります。～本信託スキーム
は，当面は本自己株式処分による株式が株式市場へ大量に流出すると考えられないため，本自己株式
処分による流通市場への影響は軽微であることからも，当該処分数量のレベルは合理的であると考え
ております」としている（注（17）の公表資料，3頁による）。
（19） 自己株式処分予定先の保有方針は，信託を終了す際は，信託財産を受益者に現状有姿のまま交付す
る。なお，本自己株式の処分により他益信託である本信託が保有する株式の議決権については，第3
社外部機関として三井住友信託銀行株式会社が，受益者である本財団の活動原資となる安定配当を確
保する観点に基づき，長期的な企業価値の向上を重視して当社に対して行使を行もとします（注（17）
の公表資料による）。
（20） 米国における自己株式の取得が，経営者のボーナス閾値がその会社のEPS（1株当たりの利益）に
結びついているため，EPSの低下を避けるために，経営者は自己株式取得を行っているとの研究が
ある （Yingmeicheng,JarradHarford,andTianming（Tim）Zhang.・Bonus-Driven Re-
purchases・JOURNALOFFINANCIALANDQUANTITATIVEANALYSISVol.50.No.3.June
2015pp.447475）。
（21） 自己株式取得を平成26年6月の定時株主総会承認を得る，その内容は，上限普通株式数は6,000
万株，上限金額3,600億円で，期間は平成26年6月総会後から27年3月26日まで，自己株処分の
株主総会決議を条件とする（注（17）の公表資料7頁による）。
（22） トヨタ「自己株式の取得状況」トヨタ『有価証券報告書』2014年3月31日 65頁より。
（23） 係る自己株式消却の株主総会決議内容は，注（17）の公表資料による。
（24） EPS,1株当たりの当社株主の当期純利益，連結データは，トヨタ「平成28年3月決算短信（米国
基準」（連結）平成28年5月11日 上場取引所公表による。
（25） PER,PBRの指標は，東洋経済『会社四季報』2015年春号・夏号，2015年夏号2016年夏号より
引用している。
（26） ドル対円為替相場は，「景気指標」『日本経済新聞』平成28年8月22日を引用している。なお，東
洋経済によると，トヨタの平成27年度の最終減益要因を「国内販売が増加。北米は横ばい圏。欧州
やアジアで拡販し，世界販売台数は1,015万台と5万9千台増加。ドル高など為替変動が9千億円超
の減益要因」と報道している（『会社四季報』2016年夏号，トヨタ自動車 1254頁）。
（提出日 平成28年9月28日）
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